
 

 

 

物  質  名 p-フェニレンジアミン ＤＢ－41 

別  名 p-ジアミノベンゼン 
1,4-ベンゼンジアミン 

CAS 番号 106-50-3 
PRTR 番号 第 1 種 263 
化審法番号 3-185 

構 造 式 
 

 

分子式 C6H8N2 分子量 108.14 
沸点 267℃ 1) 融点 145～147℃ 1) 
蒸気圧 0.005 mmHg（25℃）2) 換算係数 1 ppm = 4.42 mg/m3（25℃） 
分 配 係 数（log Pow） －0.30 3) 水溶性 38 g/L 4) 

急急急    性性性    毒毒毒    性性性    
 
 動物種 経路 致死量、中毒量等  
 マウス 経口 LDL0 100 mg/kg 5)  
 ラット 経口 LD50 80 mg/kg 5)  
 ラット 吸入 LC50 920 mg/m3（4h）5)  

 

中中中    ・・・    長長長    期期期    毒毒毒    性性性    

・ラットに 0、2、4、8、16 mg/kg/day を 13 週間強制経口投与した結果、8 mg/kg/day 以上の群

の雄で肝臓の絶対及び相対重量の有意な増加を認め、8 mg/kg/day 以上の群の雌では腎臓の絶

対及び相対重量の増加がみられた。また、16 mg/kg/day 群の雌雄各 1 匹で骨格筋の変性を認

めたが、すべての群で内臓組織、血液及び尿検査で影響を認めなかった 6) 。この結果から、

NOAEL は 4 mg/kg/day であった。 
・ラットに 0、4、8、16 mg/kg/day を 13 週間強制経口投与した結果、すべての群で体重増加、

神経系、骨格筋、眼球組織への影響を認めなかったが、16 mg/kg/day 群で薬理学的な反応に

起因すると考えられる変異（湿った頤部、鼠径及び会陰部）を認めた 7) 。この結果から、NOEL
は 8 mg/kg/day であった。 

・ラットに 0、0.05、0.1、0.2、0.4％（0、25、50、100、200 mg/kg/day 相当）の濃度で餌に混ぜ

て 12 週間投与した結果、0.4％群でほぼ全数の死亡、体重減少（対照群の約 50％）、肝臓及

び腎臓相対重量の増加を認め、0.2％群でもこれらの徴候がみられた。肝臓及び腎臓の組織検

査では、0.4％群で脂肪変性を認めた。また、0、0.05、0.1％の濃度で餌に混ぜて 80 週間投与

した結果、0.05％以上の群で脾臓重量の減少、0.1％群で体重増加の抑制を認めた 8) 。この結

果から、LOAEL は 0.05％（25 mg/kg/day 相当）であった。 

生生生    殖殖殖・・・発発発    生生生    毒毒毒    性性性    

・雌ラットに 0、5、10、15、20、30 mg/kg/day を妊娠 6 日目から 15 日目まで強制経口投与した

結果、30 mg/kg/day 群の母ラットで体重増加の有意な抑制を認め、2 匹が死亡したが、すべて

の群の胎仔で奇形や変異の発生率に有意な影響を認めなかった 9) 。この結果から、NOEL は

母ラットで 20 mg/kg/day、胎仔で 30 mg/kg/day であった。 
・本物質を 1％含む毛染剤を使用前に過酸化水素で調整し、0、2 mL/kg の用量で妊娠 1、4、7、

10、13、16、19 日目の雌ラットに塗布した結果、黄体数、着床数、生存胎仔数、吸収胚数に

有意な影響はなく、奇形の発生もなかった 10) 。この他にも、本物質を含む毛染剤の経皮暴露
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の試験結果が報告されているが、生殖・発生への影響はみられていない 11,12)。 

ヒヒヒ    トトト    へへへ    ののの    影影影    響響響    

・本物質は眼を刺激する。粉塵を吸入すると喘息様反応を、経口摂取すると口腔、咽頭の腫れ

を起こし、血液が影響を受けてメトヘモグロビンを生成することがある。また、長期あるい

は反復暴露で皮膚の感作、喘息、腎障害を生じることがある 13) 。 
・本物質約 3 g を含む毛染剤を殺人目的で服用された 44 才の日本人男性の例では、摂取直後に

下肢、その後全身の骨格筋の筋硬直がみられて広範な壊死が生じ、血中 CPK、LDH、GOT 及

び GPT の大幅な上昇、褐色尿及び乏尿もみられた。男性は 30 時間後に虚脱状態に陥り死亡

したが、剖検では腎臓の集合管及び遠位尿細管で顕著なミオグロビン円柱、尿細管上皮の広

範な壊死を認め、死因は横紋筋融解による急性腎不全であったと報告されている 14) 。 
・1 年以上にわたり本物質を含む毛染剤を使用していた男女 200 人、未使用者 200 人を対象と

した調査では、使用群で眼あるいは皮膚のアレルギーが高頻度でみられ、89％に水晶体の異

常、23％に白内障、7％に若年性の老視を認めた。また、同時に実施したラット、ウサギを用

いた実験でも毛染剤による白内障の発生を確認した 15) 。 

発発発    ががが    んんん    性性性    

IARC の発がん性評価： 3 16) 
実験動物及びヒトでの発がん性に関して十分な証拠ないため、IARC 評価では 3（ヒトに対す

る発がん性については分類できない）に分類されている。 

許許許    容容容    濃濃濃    度度度    
 
 ACGIH 17) TLV-TWA 0.1 mg/m3  
 日本産業衛生学会 18) 0.1 mg/m3  
 

暫暫暫    定定定    無無無    毒毒毒    性性性    量量量    等等等    ののの    設設設    定定定    

 経口暴露については、ラットの中・長期毒性試験から得られた NOAEL 4 mg/kg/day（肝臓、

腎臓の絶対及び相対重量の増加）を採用し、試験期間が短いことから 10 で除した 0.4 mg/kg/day
を暫定無毒性量等に設定する。 
 吸入暴露については、暫定無毒性量等の設定ができなかった。 
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